
 

７．その他 
（１）議案・報告（議決を要するもの） 

 

議 案 番 号 件   名 内     容（ 主 な も の ） 
付 託 

委 員 会 

議 決 月 日 

結 果 

採 決 状 況 

議 案 

第 ２ ３ 号 

指定管理者の指

定について 

堺市立健康福祉プラザについて、指定管理期間

の終了に伴い、公募の上、選定要件に沿って審査

を行った結果、堺市社会福祉事業団・堺障害者団

体連合会・フィットネス２１事業団共同事業体を

指定管理者として令和４年４月１日から令和９

年３月３１日までの期間指定しようとするもの 

健 康 

福 祉 

３ 月 ２ ４ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第 ２ ４ 号 

指定管理者の指

定について 

堺市立重症心身障害者（児）支援センターにつ

いて、指定管理期間の終了に伴い、公募の上、選

定要件に沿って審査を行った結果、社会福祉法人

三篠会を指定管理者として令和４年４月１日か

ら令和１４年３月３１日までの期間指定しよう

とするもの 

健 康 

福 祉 

３ 月 ２ ４ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第 ２ ５ 号 

指定管理者の指

定について 

堺市立フォレストガーデンの管理運営につい

て、指定管理期間の終了に伴い、公募の上、選定

要件に沿って審査を行った結果、みんなの里山倶

楽部を指定管理者として令和４年４月１日から

令和９年３月３１日までの期間指定しようとす

るもの 

産 業 

環 境 

３ 月 ２ ４ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第 ２ ６ 号 

指定管理者の指

定について 

堺市立さつき野コミュニティセンターの管理

について、指定管理期間の終了に伴い、公募の上、

選定要件に沿って審査を行った結果、特定非営利

活動法人さつき野コミュニティを指定管理者と

して令和４年４月１日から令和９年３月３１日

までの期間指定しようとするもの 

市 民 

人 権 

３ 月 ２ ４ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第 ２ ７ 号 

包括外部監査契

約の締結につい

て 

行財政運営に関し、優れた識見を有する外部の

者の監査を受け、また監査の結果に関する報告の

提出を受けることを内容とする契約で、地方自治

法第２５２条の３６第１項の規定に基づき、締結

するもの 

 

相手方：弁護士 田上智子氏 

契約期間：令和４年４月１日から令和５年３月

31 日まで 

総 務 

財 政 

３ 月 ２ ４ 日 

同 意 

全 会 一 致 
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議 案 番 号 件   名 内     容（ 主 な も の ） 
付 託 

委 員 会 

議 決 月 日 

結 果 

採 決 状 況 

議 案 

第 ２ ８ 号 

市道路線の認定

及び廃止につい

て 

認定：13路線 

延長：1,411メートル 

廃止：2路線 

延長：874メートル 

建 設 

３ 月 ２ ４ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第 ２ ９ 号 

大阪府道高速大

阪池田線等に関

する事業の変更

の同意について 

阪神高速道路株式会社が国土交通大臣から道

路整備特別措置法により事業の許可を受けた大

阪府道高速大阪池田線等に関する事業の一部を

変更することについて同社より申請があり、料金

の額及びその徴収期間の一部を変更することに

ついて、当該高速道路の道路管理者として同意し

ようとするもの 

建 設 

３ 月 ２ ４ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第 ４ ２ 号 

損害賠償の額の

決定について 

指定管理者導入施設における利用料金につい

て、緊急事態宣言の発出等に伴う対応として、利

用者が施設利用をキャンセルする場合は利用料

金を全額還付し、還付した利用料金は本市が指定

管理者に補填しているが、堺市教育文化センター

において、緊急事態宣言発出期間外である令和３

年３月８日から同月３１日までの施設利用につ

いて、本市が指定管理者である相手方に対して誤

って補填対象期間であると伝えたため、相手方が

利用者にこの期間の利用料金の還付を行い、相手

方に損害を与えたもの 

 

損害賠償額 1,435,756円 

文 教 

 

３ 月 ２ ４ 日 

同 意 

全 会 一 致 

諮 問 

第 １ 号 

児童福祉法に基

づく障害児通所

給付費の返還金

に関する督促処

分に係る審査請

求の裁決につい

て 

児童福祉法第５７条の２第２項の規定に基づ

く障害児通所給付費の返還処分について、審査請

求人から支払いの期限までに支払いがなされな

かったため督促処分を行ったが、返還処分の理由

となる違反や不正請求の事実がないなどとして

督促処分を取り消すとの裁決を求める審査請求

が行われたもの 

省 略 

３ 月 ２ ４ 日 

棄 却 裁 決 相 当 

全 会 一 致 

議 案 

第 ５ ９ 号 

市道路線の認定

及び廃止につい

て 

認定：12路線 

延長：1,531メートル 

廃止：2路線 

延長：954メートル 

建 設 

６ 月 ２ １ 日 

可 決 

全 会 一 致 
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議 案 番 号 件   名 内     容（ 主 な も の ） 
付 託 

委 員 会 

議 決 月 日 

結 果 

採 決 状 況 

報 告 

第 ３ 号 

堺市市税条例の

一部を改正する

条例の専決処分

の報告について 

令和４年度税制改正による地方税法等の改

正に伴い、堺市市税条例の関連規定の改正を令

和４年３月３１日付で市長において専決処分

したもの 

 

専決処分日 令和4年3月31日 

総 務 

財 政 

６ 月 ２ １ 日 

承 認 

全 会 一 致 

議 員 提 出 

議 案 

第 １ １ 号 

大都市制度・広域

行政調査特別委

員会を廃止する

決議 

設置目的を終了したので、議決の日をもって当

該特別委員会を廃止するもの。 省 略 

５ 月 ２ ５ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 員 提 出 

議 案 

第 １ ２ 号 

持続可能で魅力

的なまちづくり

調査特別委員会

を廃止する決議 

設置目的を終了したので、議決の日をもって当

該特別委員会を廃止するもの。 省 略 

５ 月 ２ ５ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 員 提 出 

議 案 

第 １ ３ 号 

危機に強い安心

社会実現調査特

別委員会を廃止

する決議 

設置目的を終了したので、議決の日をもって当

該特別委員会を廃止するもの。 省 略 

５ 月 ２ ５ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 員 提 出 

議 案 

第 １ ４ 号 

育ちと学び応援

施策調査特別委

員会の設置目的

及び委員定数の

変更について 

令和元年５月２４日議決により設置し、令和２

年５月２５日議決により委員定数を変更し、令和

3年5月25日議決により設置目的を変更した、育ち

と学び応援施策調査特別委員会の設置目的及び

委員定数を変更するもの 

省 略 

５ 月 ２ ５ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 員 提 出 

議 案 

第 １ ５ 号 

危機管理体制検

証調査特別委員

会の設置等につ

いて 

１．本市議会に、地方自治法第109条第1項及び堺

市議会委員会条例第5条の規定に基づき、危機

管理体制検証調査特別委員会（以下「委員会」

という。）を設置する。 

２．委員会は、多岐にわたった本市の新型コロナ

ウイルス感染症対策や、フクチン接種事業の検

証を行うと共に、その結果を今後懸念される新

たな感染症や、南海トラフ巨大地震、気候変動

による集中豪雨などの自然災害といった危機

への備えに、いかに繁げるべきか調査審議する

ことを目的とする。 

３．委員会の委員の定数は12人とする。 

４．委員会の審議は、議会の閉会中を含め、議会

が委員会の設置目的の終了を議決するまで継

続して行うものとする。 

省   略 

５ 月 ２ ５ 日 

可 決 

全 会 一 致 
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議 案 番 号 件   名 内     容（ 主 な も の ） 
付 託 

委 員 会 

議 決 月 日 

結 果 

採 決 状 況 

議 員 提 出 

議 案 

第 １ ６ 号 

公共事業等関係

費適正化調査特

別委員会の設置

等について 

１．本市議会に、地方自治法第109条第1項及び堺

市議会委員会条例第5条の規定に基づき、 

公共事業等関係費適正化調査特別委員会(以下

「委員会」という。)を設置する。 

２．委員会は、新型コロナウイルス感染症の拡大

やウクライナ情勢の影響によるエネルギー資

源価格の高騰など、物価水準の上昇傾向の中、

公共事業のインフレスライドや公の施設管理

の持続可能で健全かつ公正なマネジメントの

実現のため、調査審議することを目的とする。 

３．委員会の委員の定数は6人とする。 

４．委員会の審議は、議会の閉会中を含め、議会

が委員会の設置目的の終了を議決するまで継

続して行うものとする。 

省 略 

５ 月 ２ ５ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第 ８ ６ 号 

堺市と和泉市と

の間における消

防指令業務に係

る事務の委託に

関する協議につ

いて 

和泉市の消防指令業務に係る事務を堺市が受

託することにより消防力の強化が図られ、また効

率的・効果的な運営が可能となることから、堺市

と和泉市との間における消防指令業務に係る事

務の委託について、和泉市と協議するもの 

市 民 

人 権 

９ 月 ３ ０ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第 ８ ７ 号 

市道路線の認定

について 

認定：10路線 

延長：966メートル 建 設 

９ 月 ３ ０ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第１０４号 

指定管理者の指

定について 

堺市立男女共同参画センターの管理運営につ

いて、公募の上、選定用件に沿って審査を行った

結果、コクリコさかい運営共同事業体を指定管理

者として令和５年４月１日から令和１０年３月

３１日までの期間、指定しようとするもの 

市 民 

人 権 

１ ２ 月 ２ ０ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第１０５号 

町の区域の変更

について 

堺市立東陶器小学校跡地土地区画整理事業の

施行に伴い、町の区域を合理的なものに整備する

ため、町の区域の変更をしようとするもの 

市 民 

人 権 

１ ２ 月 ２ ０ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第１０６号 

大阪府都市競艇

企業団規約の変

更に関する協議

について 

一般財団法人日本モーターボート競走会等の

主導により、施行者をはじめ業界全体で名称をボ

ートレースに統一することが進められているこ

とから、本市が構成市の一員である大阪府都市競

艇企業団を大阪府都市ボートレース企業団へ名

総 務 

財 政 

１ ２ 月 ２ ０ 日 

可 決 

全 会 一 致 
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議 案 番 号 件   名 内     容（ 主 な も の ） 
付 託 

委 員 会 

議 決 月 日 

結 果 

採 決 状 況 

称変更することについて議会の議決を求めるも

の 

議 案 

第１０７号 

当せん金付証票

の発売について 

当せん金付証票法第４条第１項の規定により、

令和５年度における当せん金付証票、いわゆる宝

くじの発売総額を７０億円以内とすることにつ

いて議会の議決を求めるもの 

総 務 

財 政 

１ ２ 月 ２ ０ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第１０８号 

市道路線の認定

及び廃止につい

て 

認定：15路線 

延長：2,583メートル 

廃止：8路線 

延長：3,192メートル 

建 設 

１ ２ 月 ２ ０ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議 案 

第１０９号 

大阪府道高速大

阪池田線等に関

する事業の変更

の同意について 

阪神高速道路株式会社が国土交通大臣から道

路整備特別措置法による事業許可を受けた大阪

府道高速大阪池田線等に関する事業のうち、障害

者割引制度における利用要件を緩和することに

ついて同社より申請があり、当該高速道路の道路

管理者として同意するもの 

建 設 

１ ２ 月 ２ ０ 日 

可 決 

全 会 一 致 

議   案

第１１７号 

ＰＦＩによる（仮

称）堺市立第１学

校給食センター

整備運営事業に

係る事業契約の

締結について 

令和７年度から全員喫食制の中学校給食を実

施するため、（仮称）堺市立第１学校給食センタ

ー整備運営事業に関する事業契約の締結を行う

もの 

総合評価一般競争入札の結果、ジーエスエフグ

ループを落札者と決定し、当該落札者が本事業を

行うために設立した特別目的会社である株式会

社堺スクールランチパートナーズとの間で令和

４年１０月３１日に２０５億６，２１４万５，６

８３円で仮契約を締結したもの 

文 教 

１ ２ 月 ２ ０ 日 

同 意 

全 会 一 致 

議   案

第１１８号 

ＰＦＩによる（仮

称）堺市立第２学

校給食センター

整備運営事業に

係る事業契約の

締結について 

令和７年度から全員喫食制の中学校給食を実

施するため、（仮称）堺市立第２学校給食センタ

ー整備運営事業に関する事業契約の締結を行う

もの 

総合評価一般競争入札の結果、東洋食品グルー

プを落札者と決定し、当該落札者が本事業を行う

ために設立した特別目的会社である株式会社堺

第２学校給食サービスとの間で令和４年１０月

３１日に９６億３，５８９万１，１４４円で仮契

約を締結したもの 

文 教 

１ ２ 月 ２ ０ 日 

同 意 

全 会 一 致 
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議 案 番 号 件   名 内     容（ 主 な も の ） 
付 託 

委 員 会 

議 決 月 日 

結 果 

採 決 状 況 

諮 問 

第 ９ 号 

堺市立男女共同

参画センターに

係る行政財産目

的外使用不許可

決定処分に対す

る審査請求の裁

決について 

堺市長が行った令和 4年 4月 28日付け行政財

産目的外使用不許可決定に関する処分（令和 4年

4 月 28 日付け堺男女セ第 192 号）について、処

分の取消しを求めて審査請求がされたもの。 
市 民 

人 権 

１ ２ 月 ２ ０ 日 

棄 却 採 決 相 当 

(付帯決議あり) 

全 会 一 致 

報 告 

第 １ ６ 号 

損害賠償の額の

決定の専決処分

の報告について 

令和４年５月２８日午後１時３０分頃、堺市東

区引野町１丁３３番７地先の路上において、相手

方車両が側溝蓋のかかっている側溝上を横断し

たところ、側溝蓋が跳ね上がり、相手方車両を損

傷させたもの 

専決処分日 令和 4年 10月 21日 

損害賠償額 1,333,628 円 

建 設 

１ ２ 月 ２ ０ 日 

承 認 

全 会 一 致 

報 告 

第 １ ７ 号 

損害賠償の額の

決定の専決処分

の報告について 

令和３年２月３日午前１０時２５分頃、堺市西

区上野芝町１丁１７番８号先路上において、堺市

立津久野中学校教諭が運転する本市車両が府道

堺かつらぎ線に進入しようと発進した際、目視に

よる安全確認を怠ったことにより、走行中の相手

方車両の側面に接触し、相手方運転者を負傷さ

せ、相手方車両を損傷させたもの 

 

専決処分日 令和 4年 11月 2日 

損害賠償額 1,719,398円 

文 教 

１ ２ 月 ２ ０ 日 

承 認 

全 会 一 致 
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